
 

 日 時： 令和 8 年 8 月 3 日（ 月） 19: 00～20: 30 

     オンラ イ ン（ Ｚ Ｏ Ｏ Ｍ）  

挨拶 

 

1.  審議事項  病床数適正化緊急支援事業について  

   

   １ ）  事業概要及び圏域の概況  【 資料１ 】【 資料２ 】  

 

 

   ２ ）  申請状況（ 医療機関から ）  【 資料３ 】【 資料４ 】  

 

 

 

 

３ ）  意見交換 

 

 

 

 

２ ． 情報提供 

  新たな地域医療構想策定ガイ ド ラ イ ンの概要と 今後の進め方  【 資料５ 】  

 

 

 

資料 

・ レジュ メ  

 ・ 出席者名簿 

 ・【 資料１ 】 病床数適正化緊急支援事業の島根県における 実施方針及び申請手続き 等について（ 通知）  

 ・【 資料２ 】 出雲圏域の医療体制と 課題（ Ｒ ８ . ２  会議資料 一部加筆）  

・【 資料３ 】 出雲圏域 病床数適正化緊急支援事業 申請状況一覧表 

 ・【 資料４ 】 各医療機関から の説明資料 （ 資料４ －１ ～資料４ －４ ）  

 ・【 資料５ 】 新たな地域医療構想の策定について 

・【 参 考】 会議設置要綱（ 島根県地域医療構想調整会議、 医療・ 介護連携専門部会）  
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（ 委員）

職  名 氏  名 備考

1 会長 芦沢　 隆夫

2 病院長 椎名　 浩昭

3 病院長 小阪　 真二

4 病院長 　 挾間　 玄以 欠席

5 院長 佐藤　 秀一

6 院長 　 高橋　 賢史

7 病院長 石田　 徹 欠席

8 院長 長見　 晴彦

9 病院長 西田　 朗

10 院長 小林　 祥也 欠席

11 病院長 奥田　 淳三

12 院長 金森　 美智子

13 （ 特別養護老人ホームなのはな園） 副会長（ 施設長） 　 田嶋　 貴恵 欠席

14 （ 介護老人保健施設 ケアセンタ ーかんど） 副会長（ 事務長） 　 岩谷　 政彦 欠席

15 島根県老人保健施設協会 （ 介護老人保健施設 寿生苑） 代表（ 事務次長） 林　 隆仁

16 出雲地域介護支援専門員協会 （ 特別養護老人ホーム いなさ 園） 協会長（ 介護支援専門員） 磯田  洋平 代理） 副会長　 江角新之介

17 島根県訪問看護ス テーショ ン協会出雲支部 （ つばさ 訪問看護ス テーショ ン ） 代表（ 代表理事） 　 吾郷　 ゆかり （ 新）

18 島根県保険者協議会 （ 島根県後期高齢者医療広域連合） 代表（ 事務局長） 　 井上　 修一

19 出雲市消防本部 消防長　 　 森山　 賢次 （ 新）   　 欠席

20 部長 鳥屋尾　 由美子 （ 新）

21 （ 高齢者福祉課） 次長（ 課長） 　 米山　 賀子 欠席

22 医療介護連携課 課長 　 安達　 亘 （ 新）

（ 説明者ま たはオブザーバー）

23 　 みはら 眼科皮膚科 　 院長 三原　 正義

24 事務局長 常松　 博雄

25 　 事務局次長 古山　  順

26 　 課長補佐 原　 　 正憲

27 　 係長 曽我部　 雅也

28 　 出雲徳洲会病院 　 総務課 　 事務長 平安山　 良仁

（ 事務局）

　 杉谷　 亮

　 伊藤　 修

　 細田　 舞

　 上野　 明則

　 出雲保健所

　 所長

　 総務保健部長

　 医療ス タ ッ フ 　 医療専門幹

　 医事・ 難病支援課長

出雲市立総合医療センタ ー

　 出雲市立総合医療センタ ー

　 出雲市民病院

　 出雲市民リ ハビリ テーショ ン病院

　 出雲徳洲会病院

　 医療法人同仁会海星病院

　 医療法人社団耕雲堂小林病院

　 医療法人壽生会　 寿生病院

　 斐川生協病院

　 出雲地域介護保険サービス
事業者連絡会

　 出雲市健康福祉部

　 事務局

　 病院総務課

　 島根県立こ こ ろの医療センタ ー

令和８ 年度　 第１ 回　 出雲圏域 医療・ 介護連携専門部会出席者名簿

所  属

　 出雲医師会

　 島根大学医学部附属病院

　 島根県立中央病院
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医 政 発 0 4 0 8 第 ４ 号 

令 和 ８ 年 ４ 月 ８ 日 

 

 

 

各 都道府県知事 殿 

 

 

  厚生労働省医政局長   

（ 公  印  省  略）  

 

 

 

令和８ 年度（ 令和７ 年度から の繰越分）  病床数適正化緊急支援事業の実施について 

 

 

 

標記の事業については、 別紙「 病床数適正化緊急支援事業実施要綱」（ 以下「 実施

要綱」 と いう 。） によ り 行う こ と と し たので通知する 。  

 なお、 貴管下関係者に対し ては、 貴職から こ の旨通知さ れたい。

別紙１
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別紙 

 

病床数適正化緊急支援事業実施要綱 

 

（ １ ） 事業の目的  

本事業は、 効率的な医療提供体制の確保を図る ため、 医療需要の変化を踏

ま えた病床数の適正化を進める 医療機関に対し 、 診療体制の変更等によ る 職

員の雇用等の様々な課題に際し て生じ る 負担について支援を行う 。   

 

（ ２ ） 事業の実施主体  

地域における 医療及び介護の総合的な確保の促進に関する 法律（ 平成元年

法律第64号） 第７ 条の２ において「 都道府県は、 その地域の実情を踏ま え、

医療機関がその経営の安定を図る ために緊急に病床数を削減する こ と を支援

する 事業を行う こ と ができ る 。 」 と さ れている こ と を踏まえ、 本事業全体と

し ては都道府県を実施主体と し 、 基金管理団体は造成さ れた基金の管理運営

を行う も のと する 。  

 

（ ３ ） 事業の内容  

以下の医療機関に対し 、 給付金を支給する 。  

①令和７ 年12月16日から 令和９ 年３ 月31日ま での間に、 病床数（ 一般病床、

療養病床及び精神病床の病床数をいい、 医療法第30条の４ 第10項から 12項

ま での規定及び国家戦略特別区域法（ 平成25年法律第107号） に基づき 許可

を受けた病床（ 以下、「 特例病床等」 と する 。） を含む。 以下同じ 。 ） の削

減を行う 医療機関 

②「 病床数適正化支援事業に係る 事業計画（ 活用意向調査） の提出につい

て」 （ 令和７ 年２ 月21日付厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡） に

よ り 、 事業計画書の提出をも って削減の意向を示し つつ、 令和６ 年12月17

日から 令和７ 年９ 月30日までに病床の削減を行い、 都道府県に対し て病床

数の変更に関する 届出を行った医療機関 

③「 地域医療構想の取組の推進に向けた調査について」 （ 令和７ 年８ 月14日

付厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡） において、 病床を削減予定

と 報告を行い、 現に病床を削減し た医療機関  

 

（ ４ ） 事業の支給額  

次によ り 算定し たも のを、 基金の範囲内で支給する 。   

１  削減し た病床１ 床につき  4, 104 千円と する 。 ただし 、 削減する 病床 
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が休床の場合は１ 床につき  2, 052 千円と する 。 なお、 本事業における

「 休床」 と は、 本事業申請時（ すでに削減済みの病床については、 病床

削減時） に休棟中の病棟の病床をいう 。 ただし 、 災害等のやむを得ない

事情によ り 休床と なっている 病床については、 その事情について都道府

県が認める 場合は、 休床ではない病床と みなすこ と ができ る 。  

２  支給対象の病床が地域医療介護総合確保基金における 病床機能再編支

援事業（ 単独支援給付金支給事業） によ る 給付金の支給を受けていた場

合は、 差額のみを支給する 。   

３  「 令和７ 年度（ 令和６ 年度から の繰越） 医療施設等経営強化緊急支援

事業」 における 「 ２ ． 病床数適正化支援事業」 の支援対象と なった病床

については、 支給し ない。  

ま た、 算定にあたっては、 以下を除く こ と 。   

① 産科部門の病床（ MFI CU 等を含む） 及び小児科部門の病床（ NI CU・ GCU 

等を含む） を削減し た場合、 その削減し た病床数 ( 産科施設において現

に分娩に用いておら ず、 今後も 用いる 予定のない病床等、 分娩取扱や小

児医療の提供に支障を来さ ない病床を除く 。 ）  

② 同一開設者の医療機関へ病床を融通し た場合、 その融通し た病床数  

③ 事業譲渡等によ り 病床を削減し た場合、 その削減し た病床数  

④ 病床種別を変更し た場合、 その変更し た病床数  

⑤ 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律（ 平成10年

法律第114号） 第36条の３ の規定に基づき 医療措置協定を締結し た医療機

関における 協定を締結し た病床又は協定を締結し た病床数が確保でき な

い程度の病床数。 ただし 、 同法第10条に基づく 予防計画において確保す

る こ と と し ている 協定を締結し た病床数が確保でき ている 場合において

は、 余剰分について削減する こ と を可能と する 。  

⑥ 特例病床等を有する 医療機関で、 休床等によ り 、 許可内容の用途で活

用し ていない病床があり 、 該当の特例病床等の削減を行わない場合、 全

ての削減し た病床数 

⑦ その他、 以下の病床を削減し た場合、 その削減し た病床数  

ア 国の開設する 病院若し く は診療所であって、 宮内庁、 法務省若し く

は防衛省が所管する も の、 独立行政法人労働者健康安全機構の開設す

る 病院若し く は診療所であって、 労働者災害補償保険の保険関係の成

立し ている 事業に使用さ れる 労働者で業務上の災害を被ったも ののみ

の診療を行う も の、 特定の事務所若し く は事業所の従業員及びその家

族の診療のみを行う 病院若し く は診療所、 児童福祉法（ 昭和22年法律

第164号） 第 42 条第２ 号に規定する 医療型障害児入所施設若し く は障
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害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律（ 平成17

年法律第123号） 第５ 条第６ 項に規定する 療養介護を行う 施設である 病

院又は独立行政法人自動車事故対策機構法（ 平成14年法律第183号） 第 

13 条第３ 号に規定する 施設である 病院若し く は診療所の病床（ 職員及

びその家族、 隊員及びその家族、 業務上の災害を被った労働者、 従業

員及びその家族又は入院患者が利用する 病床に限る 。 ）   

イ  放射線治療病室の病床  

ウ  国立及び国立以外のハンセン病療養所である 病院の病床  

エ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に

関する 法律（ 平成15年法律第110号） 第 16 条第１ 項の規定によ り 厚生

労働大臣の指定を受けた指定入院医療機関であって、 同法第42条第１

項第１ 号又は第61条第１ 項第１ 号の決定を受けた者の入院によ る 医療

に係る 病床 

・  上記のほか、 別に厚生労働省から 指示があった場合は、 その指示を踏

ま えて支給する 。  

 

（ ５ ） 留意事項  

（ ５ －１ ） 給付金の支給について  

・  都道府県は、 厚生労働省が示す申請に必要な書類のほか、 「 都道府県

が実施する 事業」 と し ての確認に必要と 認めら れる 書類について提出を

求める こ と ができ る 。  

・  給付金の支給を受けよ う と する 事業実施医療機関は、 都道府県に対し

て、 厚生労働省が示す申請に必要な書類のほか、 当該医療機関が所在す

る 都道府県が必要と 認める 書類を添えて都道府県へ申請を行う 。   

・  都道府県は申請さ れた書類の審査を行い、 「 都道府県が実施する 事

業」 と し て適当と 認める 申請について、 定めら れた期間ま でに厚生労働

省が指定する 所に提出する こ と と する 。  

・  基金管理団体は、 厚生労働省から 提出を受けた申請に対し 、 医療機関

に給付金を支給する こ と と する 。  

・  都道府県は、 上記（ ４ ） ⑥によ り 病床を削減する 場合においては、 要

件に合致し ている かや削減に関する 可否等について精査を行う こ と 。  

・  以下に該当する 場合は支給対象外と する 。  

① 都道府県への申請日時点において、 入院医療の受け入れを行ってない

場合、 も し く は、 削減によ り 入院医療の受け入れを停止する （ 無床診療

所への変更を含む。 ） 場合 

② 令和９ 年３ 月 31 日時点において廃院する 予定の場合 
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③ 令和９ 年３ 月 31 日時点において事業譲渡等を行う 予定の場合  

なお、 ①及び②に該当する 場合においても 、 （ ５ －２ ） の手続き を経た上

で、 当該地域における 医療提供体制に支障がないと 認めたも のは支給対象と

し て差し 支えない。  

  

（ ５ －２ ） 以下に該当する 場合においては、 医療法第30条の14第１ 項に規定す

る 協議の場等において議論を行った上で削減を行う こ と  

ア 「 （ ５ －２ ） の手続き を経た上で」 と さ れている 事項 

イ  現に患者が入院し ている 病床を削減する 場合 

ウ  病床数をあわせて100床以上削減をする 場合 

エ その他、 都道府県において議論が必要と 認める 場合 

なお、 上記の場合においては、 代替する 在宅・ 外来医療等の対応や、 他医

療機関における 患者の受け入れに係る 調整等を踏ま えて検討を行う こ と 。  

 

（ ５ －３ ） 実績報告等 

・  病床の削減状況については、 医療機関は医療法第７ 条第２ 項に定める

許可申請又は医療法施行令第４ 条に定める 届出によ り 都道府県に実績報

告を行い、 都道府県及び厚生労働省において、 令和９ 年度に実施する

「 病床機能報告」 における 医療機関から の報告や、 医療法25条に基づく

検査時の施設表等によ り 確認する こ と と する 。  

 

（ ５ －４ ） 給付金の返還について  

都道府県は、 給付金の支給を受けた開設者又は開設者であった者が以下に

定める 事項に該当する 場合、 基金管理団体が支給を行った給付金全額の返還

を求める 。  

ア （ ５ －３ ） によ る 確認によ り 、 申請通り に病床の削減が行われていな

いこ と が確認さ れた場合。  

イ  給付金の支給を受けた日から 令和19年３ 月31日ま でに病床を増加さ せ

た場合。 ただし 、 医療法第 30 条の４ 第 10 項から 第 12 項ま での規定

によ り 都道府県知事において病床の増加が必要と 認めた場合はその限り

ではない。  

ウ  令和９ 年３ 月 31 日時点において( ５ －２ ) の手続き を行わずに廃院し

た場合、 ま たは事業譲渡等をし ている 場合 

エ 申請内容を偽り 、 その他不正の手段によ り 給付金の支給を受けたと 認

めら れる 場合。  
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（ ５ －５ ） その他 

  ・  削減する 病床と 医療法上の病床種別を同じ と する 休床の病床がある 場

合、 休床から 申請を行う こ と 。 休床を残し たま ま 、 休床ではない病床の

削減は認めない。  

・  特例病床等を削減する 場合、 都道府県においては、 申請理由と さ れて

いた事象及び申請理由に対する 現在の状況を確認の上、 病床の削減につ

いて判断を行う こ と 。  

・  本事業によ り 病床数を削減し たと き は、 別に示す方法によ り 、 病床を

削減し た医療機関が所在する 二次医療圏における 基準病床数等を削減す

る こ と と する 。  
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医療・ 介護連携専門部会開催要領 
 

 

１  目的 

医療・ 介護連携専門部会（ 以下「 部会」 と 略） は、 保健医療計画の一部と し ての地域

医療構想の策定及び、 地域医療構想の実現に向けた協議の場と し て開催する 。  

２  会議 

( 1)  出雲圏域の病院が担う べき 病床機能に関する 事項及び医療・ 介護の連携推進に係

る 事項の協議を 行う 。  

( 2)  病床機能報告制度によ る 情報等の共有を 行う 。  

( 3)  医療介護総合確保推進事業の圏域計画について協議を行う 。  

( 4)  その他部会の目的を達成する ために必要な事項の協議を 行う 。  

３  根拠 

こ の部会は、 出雲地域保健医療対策会議設置要綱第 6 条によ る 「 地域保健医療検討

会議」 と し て開催する 。  

４  組織 

( 1)  医療に係る 部会員と し て、 各病院長、 医師会、 出雲市の医療担当部局の職員等の

出席を 求める 。  

( 2)  介護保険に係る 部会員と し て、 介護保険サービ ス 事業者連絡協議会の代表、 介護

老人保健施設・ 特別養護老人ホーム 等施設サービ ス 事業者、 介護支援専門員、 訪

問看護ス テーショ ン及び出雲市の介護保険担当部局の職員等の出席を求める 。  

( 3)  医療保険に係る 部会員と し て、 保険者協議会から 推薦を受けた者の出席を 求める 。 

( 4)  必要に応じ て、 その他の関係者の出席を 求める こ と ができ る も のと する 。  

５  事務局 

こ の会議に係る 庶務は、 出雲保健所において所掌する 。  

６  附則 

こ の要領は、 平成 29 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

（ 参考図） 委員の構成 

 

医療関係委員 
各病院長 

医師会 

出雲市医療担当  等 

介護保険関係委員 
介護保険サービス事業者 

施設サービス事業者 

介護支援専門員 

訪問看護ステーション 

出雲市介護保険担当  等 

保険者 

代表委員 

医療・ 介護連携専門部会 

出雲地域保健医療対策会議 

事務局： 出雲保健所 
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